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１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）連結経営成績（累計） (％表示は、対前期増減率)

営業収益 営業利益 税引前利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

包括利益合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 1,017,555 10.0 △9,148 － △11,450 － △8,690 － △96,594 －
2025年３月期 925,311 132,346 130,526 74,172 △41,401

修正純利益* 基本的１株当たり
当期純利益

希薄化後
１株当たり
当期純利益

親会社所有者帰属
持分当期利益率

資産合計
税引前利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％

2026年３月期 105,128 71.4 △1.25 △1.25 △0.9 △0.1
2025年３月期 61,337 10.37 10.37 6.8 0.6

(参考)持分法による投資損益 2026年３月期 △35百万円 2025年３月期 63百万円

(注) 当社は2025年８月８日付で普通株式435,100,266株につき7,149,358,214株の割合で株式分割を行っておりま
す。上記の基本的１株当たり当期純利益及び希薄化後１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の期首に当
該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

（２）連結財政状態

資産合計 資本合計
親会社の所有者
に帰属する持分

親会社所有者
帰属持分比率

１株当たり
親会社の所有者に
帰属する持分

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 20,775,505 907,675 907,651 4.4 135.30
2025年３月期 21,072,869 1,073,730 1,073,730 5.1 150.19

(注) 当社は2025年８月８日付で普通株式435,100,266株につき7,149,358,214株の割合で株式分割を行っておりま
す。上記の１株当たり親会社の所有者に帰属する持分は、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた
と仮定して算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 △717,443 △30,096 13,458 483,463
2025年３月期 352,247 △26,646 △22,378 1,216,277

２．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）
(％表示は、対前期増減率)

営業収益 営業利益 税引前利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

修正純利益*

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

通期 1,050,000 3.2 △18,000 － △20,000 － △16,000 － 110,000 4.6

(注) 当社グループは、2027年３月期より国際財務報告基準(以下「IFRS会計基準」)を適用することとしており、
2027年３月期の連結業績予想はIFRS会計基準に基づき作成しております。本資料においても当該連結業績予
想の数値を記載しておりますが、業績予想に関する前提条件、将来見通し及びその他の詳細につきましては、
本日公表しております「2026年３月期決算短信〔日本基準〕(連結)」をご参照ください。

* 修正純利益は一時的な損益の影響を含まないことから、事業の持続的な収益力を表すとともに、当社グループ全
体の投資とそのリターンの循環による中長期での事業拡大をマネジメントの観点から確認することができると考
えております。修正純利益の数値は、IFRS会計基準に則った開示ではありませんが、当社はこの開示が投資家の
皆様に有益な情報を提供すると考えています。なお、修正純利益の定義及び調整表については、本決算短信と同
日に当社ウェブサイトで開示した「2025年度 業績説明会資料」(決算説明会資料)をご参照ください。



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 ：無

② ①以外の会計方針の変更 ：無

③ 会計上の見積りの変更 ：無

（３）発行済株式数(普通株式)

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2026年３月期 6,770,358,214株 2025年３月期 7,149,358,214株

② 期末自己株式数 2026年３月期 61,911,026株 2025年３月期 －株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 6,970,461,811株 2025年３月期 7,149,358,214株

(注) １．当社は2025年８月８日付で普通株式435,100,266株につき7,149,358,214株の割合で株式分割を行ってお
ります。上記の発行済株式数(普通株式)は、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し
て算定しております。

２．期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、株式付与ESOP信託が保有する当
社株式を含めております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実

際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

(１) 当期の経営成績の概況

当連結会計年度における当社グループの業績は次のとおりとなりました。

税引前利益(△損失)は、損害保険事業及び銀行事業において増益となったものの、生命保険事業において減益とな

った結果、△114億円(前年度は1,305億円)となりました。親会社株主に帰属する当期純利益(△損失)は、△86億円

(前年度は741億円)となりました。

事業別の税引前利益(△損失)は、次のとおりです。

前連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度
（（（（（自自自自自 22222000002222255555年年年年年４４４４４月月月月月１１１１１日日日日日
至至至至至 22222000002222266666年年年年年３３３３３月31日)月31日)月31日)月31日)月31日)

前年度比

税引前利益(△損失) 1,305億円 △△△△△111111111144444億円億円億円億円億円 △1,419億円 －

生命保険事業 1,121億円 △△△△△444441111188888億円億円億円億円億円 △1,539億円 －

損害保険事業 44億円 111114444488888億円億円億円億円億円 +104億円 +235.5％

銀行事業 163億円 111118888833333億円億円億円億円億円 +19億円 +11.9％

生命保険事業: レポ取引に係る支払利息の減少やCSM償却額の増加があったものの、ALM(資産・負債の総合管理)の考

え方に基づくリバランスを目的とした債券売却に伴う有価証券売却損益の悪化等により、税引前利益

(△損失)は△418億円(前年度は1,121億円)となりました。

損害保険事業: 火災保険に係る損失要素の減少や、自然災害の減少等による発生保険金の減少により、税引前利益は

148億円(前年度比235.5％増)となりました。

銀 行 事 業 : 主にシステム関連費用を中心とした営業経費の増加があったものの、純利息収益の増加により、税引

前利益は183億円(同11.9％増)となりました。

(２) 当期の財政状態の概況

当連結会計年度末における資産合計は、20兆7,755億円(前年度末比1.4％減)となりました。主な勘定残高は、有価

証券が15兆1,841億円(同0.4％減)、貸出金が３兆6,957億円(同2.4％減)であります。

負債合計は、19兆8,678億円(同0.7％減)となりました。主な勘定残高は、保険契約負債が12兆7,497億円(同0.9％

減)、銀行業における預金が４兆6,001億円(同8.4％増)であります。

資本合計は、9,076億円(同15.5％減)となりました。

(３) 当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は次のとおりとなりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年度比１兆696億円減少し、7,174億円の支出超過となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度比34億円減少し、300億円の支出超過となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年度比358億円増加し、134億円の収入超過となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前年度比7,328億円減少し、4,834億円となりました。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、資本市場における国際的な財務情報の比較可能性の向上及び当社グループが重視する長期視点で

の経営に適した経営指標を示す観点から、IFRS会計基準に基づく連結業績を参考として開示しております。

なお、2026年度(2027年３月期)より、連結財務諸表の適用会計基準としてIFRS会計基準を正式に採用いたします。
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３．連結財務諸表

(１) 連結財政状態計算書

(単位：百万円)

移行日
(2024年４月１日)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産

現金及び現金同等物 913,814 1,216,277 483,463

デリバティブ資産 27,564 51,356 231,032

その他の金融資産 349,354 406,476 524,361

有価証券 15,606,970 15,251,457 15,184,147

保険契約資産 56,974 47,715 45,128

再保険契約資産 32,645 30,953 274,892

貸出金 3,591,295 3,785,144 3,695,766

持分法で会計処理されている投資 4,904 3,079 3,242

有形固定資産 14,162 13,335 14,067

投資不動産 72,632 72,654 73,977

使用権資産 76,287 76,290 74,739

無形資産 66,489 75,766 81,528

のれん 10,834 10,834 10,834

繰延税金資産 2,738 3,189 64,016

その他の資産 53,635 28,338 14,307

資産合計 20,880,304 21,072,869 20,775,505

負債

銀行業における預金 3,845,606 4,243,962 4,600,113

コールマネー 209,410 192,278 175,094

売現先勘定 938,854 1,230,050 395,306

債券貸借取引受入担保金 566,039 290,988 654,797

デリバティブ負債 17,005 22,744 50,231

その他の金融負債 100,722 133,650 160,342

未払法人所得税 10,049 5,902 12,399

保険契約負債 13,102,320 12,869,425 12,749,724

再保険契約負債 － － 126

投資契約負債 60,392 62,771 58,847

社債及び借入金 703,633 761,370 837,295

リース負債 87,505 88,046 86,192

退職給付に係る負債 38,402 38,018 37,047

繰延税金負債 39,516 8,549 2,524

その他の負債 46,081 51,379 47,785

負債合計 19,765,540 19,999,138 19,867,829

資本

資本金 20,029 20,029 20,029

資本剰余金 196,026 196,394 136,732

利益剰余金 2,196,625 2,270,354 2,261,857

自己株式 － － △9,822

累積その他の包括利益 △1,297,917 △1,413,047 △1,501,145

親会社の所有者に帰属する持分合計 1,114,763 1,073,730 907,651

非支配持分 － － 24

資本合計 1,114,763 1,073,730 907,675

負債及び資本合計 20,880,304 21,072,869 20,775,505
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(２) 連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

保険収益 622,911 678,731

保険サービス費用 △453,342 △489,581

再保険損益 1,774 △3,617

保険サービス損益 171,343 185,531

受取手数料 6,268 6,609

支払手数料 △9,821 △11,157

純手数料収益 △3,553 △4,547

受取利息 262,563 295,265

支払利息 △79,399 △79,408

純利息収益 183,163 215,857

投資損益 5,944 16,122

信用減損損失 74 △114

保険金融収益又は費用（純額） △152,663 △366,869

再保険金融収益又は費用（純額） 62 20,819

保険金融損益 △152,600 △346,049

金融損益 36,582 △114,184

販売費及び一般管理費 △99,994 △106,821

その他の営業収益 33,620 37,392

その他の営業費用 △5,653 △6,518

営業利益（△損失） 132,346 △9,148

持分法投資損益 63 △35

その他の投資損益 5 －

財務及び税引前利益（△損失） 132,415 △9,183

財務費用 △1,888 △2,267

税引前利益（△損失） 130,526 △11,450

法人所得税費用 △56,354 2,758

当期純利益（△損失） 74,172 △8,691

当期純利益の帰属

親会社の所有者 74,172 △8,690

非支配持分 － △0

１株当たり当期純利益

基本的１株当たり当期純利益（△損失） 10円37銭 △1円25銭

希薄化後１株当たり当期純利益（△損失） 10円37銭 △1円25銭
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(３) 連結包括利益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当期純利益（△損失） 74,172 △8,691

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目：

確定給付制度の再測定 △443 194

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
資本性金融商品の変動

△997 2,257

合計 △1,441 2,452

純損益に振り替えられる可能性のある項目：

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
負債性金融商品の変動

△681,514 △690,663

保険金融収益又は費用（純額） 568,096 605,573

再保険金融収益又は費用（純額） △713 △5,264

合計 △114,132 △90,355

その他の包括利益 △115,573 △87,903

当期包括利益合計 △41,401 △96,594

当期包括利益の帰属

親会社の所有者 △41,401 △96,594

非支配持分 － △0
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(４) 連結持分変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

資本金 資本剰余金 利益剰余金

累積その他の包括利益

確定給付制度の
再測定

その他の包括利益
を通じて公正価値
で測定する資本性
金融商品の変動

期首残高 20,029 196,026 2,196,625 － △3,948

変動額

当期純利益 － － 74,172 － －

その他の包括利益 － － － △443 △997

当期包括利益合計 － － 74,172 △443 △997

利益剰余金への振替 － － △443 443 －

株式報酬 － 368 － － －

その他 － － － － －

変動額合計 － 368 73,728 － △997

期末残高 20,029 196,394 2,270,354 － △4,946

前連結会計年度
(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

累積その他の包括利益
親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

資本合計
その他の包括利益

を通じて公正価値

で測定する負債性

金融商品の変動

保険金融収益

又は費用

（純額）

再保険金融収益

又は費用

（純額）

累積その他の

包括利益合計

期首残高 △664,942 △628,974 △52 △1,297,917 1,114,763 1,114,763

変動額

当期純利益 － － － － 74,172 74,172

その他の包括利益 △681,514 568,096 △713 △115,573 △115,573 △115,573

当期包括利益合計 △681,514 568,096 △713 △115,573 △41,401 △41,401

利益剰余金への振替 － － － 443 － －

株式報酬 － － － － 368 368

その他 － － － － － －

変動額合計 △681,514 568,096 △713 △115,130 △41,033 △41,033

期末残高 △1,346,457 △60,877 △766 △1,413,047 1,073,730 1,073,730
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(単位：百万円)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

累積その他の包括利益

確定給付制度の
再測定

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する
資本性金融商品

の変動

期首残高 20,029 196,394 2,270,354 － － △4,946

変動額

当期純利益 － － △8,690 － － －

その他の包括利益 － － － － 194 2,257

当期包括利益合計 － － △8,690 － 194 2,257

自己株式の取得 － － － △69,954 － －

自己株式の消却 － △60,131 － 60,131 － －

利益剰余金への振替 － － 194 － △194 －

株式報酬 － 469 － － － －

その他 － － － － － －

変動額合計 － △59,662 △8,496 △9,822 － 2,257

期末残高 20,029 136,732 2,261,857 △9,822 － △2,688

当連結会計年度
(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

累積その他の包括利益
親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

非支配持分 資本合計

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する
負債性金融商品

の変動

保険金融収益
又は費用
（純額）

再保険金融収益
又は費用
（純額）

累積その他の
包括利益合計

期首残高 △1,346,457 △60,877 △766 △1,413,047 1,073,730 － 1,073,730

変動額

当期純利益 － － － － △8,690 △0 △8,691

その他の包括利益 △690,663 605,573 △5,264 △87,903 △87,903 － △87,903

当期包括利益合計 △690,663 605,573 △5,264 △87,903 △96,594 △0 △96,594

自己株式の取得 － － － － △69,954 － △69,954

自己株式の消却 － － － － － － －

利益剰余金への振替 － － － △194 － － －

株式報酬 － － － － 469 － 469

その他 － － － － － 25 25

変動額合計 △690,663 605,573 △5,264 △88,097 △166,078 24 △166,054

期末残高 △2,037,121 544,695 △6,031 △1,501,145 907,651 24 907,675
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(５) 連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業利益（△損失） 132,346 △9,148

減価償却費及び償却費 28,494 31,131

減損損失 1,645 140

固定資産関係損益 178 568

受取配当金 △41,122 △39,656

受取利息 △258,225 △295,132

支払利息 93,763 107,238

有価証券の純増減 △617,101 △901,568

貸出金の純増減 △193,849 89,378

銀行業における預金の純増減 401,014 358,090

借入金の純増減 17,363 10,259

社債の純増減 50,404 △30,555

コールマネーの純増減 △17,131 △17,183

デリバティブの純増減 △18,053 △152,189

金融商品等担保金の増減 △46,818 78,696

売現先勘定及び債券貸借取引受入担保金の増減 16,146 △470,936

保険契約に係る資産及び負債の増減 564,281 734,965

再保険契約に係る資産及び負債の増減 687 △251,220

退職給付に係る資産及び負債の増減 △1,593 △1,409

その他の金融資産の増減 △8,375 △136,605

その他の金融負債の増減 29,474 △29,047

その他 6,750 △2,896

小計 140,280 △927,080

配当金の受取額 41,214 39,846

利息の受取額 254,366 290,622

利息の支払額 △91,476 △106,616

法人所得税等の支払額又は還付額 7,862 △14,215

営業活動によるキャッシュ・フロー 352,247 △717,443

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △901 △2,914

投資用不動産の取得による支出 △1,201 △2,819

無形資産の取得による支出 △24,437 △24,158

その他 △106 △204

投資活動によるキャッシュ・フロー △26,646 △30,096
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

借入による収入 10,010 1,270

借入金の返済による支出 △10,048 △5,049

社債の発行による収入 － 100,000

社債の償還による支出 △10,000 －

リース負債の返済による支出 △12,337 △12,830

自己株式の取得による支出 － △69,954

配当金の支払額 △2 △2

その他 － 25

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,378 13,458

現金及び現金同等物に係る換算差額 △759 1,268

現金及び現金同等物の増加額 302,462 △732,813

現金及び現金同等物の期首残高 913,814 1,216,277

現金及び現金同等物の期末残高 1,216,277 483,463
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(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(作成の基礎)

(1) 財務報告の枠組み

当社は第２四半期連結会計期間より、IFRS会計基準に基づく連結財務諸表を開示しております。IFRS会計基準へ

の移行日は2024年４月１日であり、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」(以下「IFRS第１号」)を適用して

おります。

(2) 新基準の早期適用に関する事項

当社グループは、IFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」(2024年４月公表)を早期適用しております。

(事業セグメント)

(1) 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。当社は、ソニー

生命保険株式会社、ソニー損害保険株式会社、ソニー銀行株式会社、ソニー・ライフケア株式会社及びソニーフィ

ナンシャルベンチャーズ株式会社を直接の子会社とする金融持株会社であり、これらの会社の経営管理等を行って

おります。傘下の子会社は、保険業法及び銀行法等の業種特有の規制環境の下にあり、各子会社においてそれぞれ

の経営戦略等を立案し、事業活動を展開しております。従って、当社は傘下の子会社を基礎としたサービス別のセ

グメントから構成されており、そのうち「生命保険事業」、「損害保険事業」及び「銀行事業」の３つを報告セグ

メントとしております。

(ⅰ)「生命保険事業」は、生命保険業等を行っており、ソニー生命保険株式会社及びその子会社であるソニーライ

フ・コミュニケーションズ株式会社の２社で構成されております。

(ⅱ)「損害保険事業」は、損害保険業を行っており、ソニー損害保険株式会社１社で構成されております。

(ⅲ)「銀行事業」は、銀行業等を行っており、ソニー銀行株式会社及び持分法適用関連会社３社を合わせて４社で

構成されております。

(2) 報告セグメント毎の収益、利益、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理は、連結財務諸表作成において採用している会計処理と概ね同一であ

ります。

セグメント間の内部収益は、市場実勢価格に基づいております。



11

(3) 報告セグメント毎の収益、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度
(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

金額(百万円)

報告セグメント
その他
(＊１)

調整額
連結財務諸表

計上額生命保険
事業

損害保険
事業

銀行事業 合計

セグメント収益

外部顧客からの収益

保険収益 466,451 156,459 － 622,911 － － 622,911

受取手数料 － － 6,268 6,268 － － 6,268

受取利息 181,523 1,659 79,380 262,563 － － 262,563

その他の営業収益
(＊２)

16,979 139 383 17,502 16,064 － 33,567

計 664,954 158,259 86,032 909,246 16,064 － 925,311

セグメント間の内部
収益

5,368 40 30 5,439 － △5,439 －

セグメント収益合計 670,323 158,299 86,062 914,685 16,064 △5,439 925,311

セグメント利益 112,169 4,435 16,397 133,002 212 △2,688 130,526

セグメント資産 14,522,615 290,365 6,198,019 21,011,000 66,971 △5,102 21,072,869

その他の項目

減価償却費及び償却
費

17,563 5,421 1,775 24,760 2,180 458 27,399

減損損失 1,461 － － 1,461 183 － 1,644

持分法投資損益 － － 63 63 － － 63

持分法適用会社への
投資額

90 － 2,989 3,079 － － 3,079

非流動資産の増加額
(＊３)

17,507 6,216 7,372 31,096 6,839 1,236 39,172

(＊１) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護事業及びベンチャーキャピタ

ル事業であります。

(＊２) 連結損益計算書におけるその他の営業収益のうち、セグメント収益を構成しないその他の収益は除外しており

ます。

(＊３) 非流動資産は、投資不動産、有形固定資産、使用権資産、のれん及び無形資産から構成しております。
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当連結会計年度
(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

金額(百万円)

報告セグメント
その他
(＊１)

調整額
連結財務諸表

計上額生命保険
事業

損害保険
事業

銀行事業 合計

セグメント収益

外部顧客からの収益

保険収益 498,626 180,104 － 678,731 － － 678,731

受取手数料 － － 6,609 6,609 － － 6,609

受取利息 183,061 2,304 109,888 295,254 10 － 295,265

その他の営業収益
(＊２)

19,061 223 457 19,742 17,206 － 36,949

計 700,750 182,632 116,954 1,000,337 17,217 － 1,017,555

セグメント間の内部
収益

5,064 21 51 5,137 4 △5,141 －

セグメント収益合計 705,814 182,654 117,006 1,005,474 17,222 △5,141 1,017,555

セグメント利益
（△損失）

△41,822 14,881 18,350 △8,590 373 △3,233 △11,450

セグメント資産 14,362,576 302,600 6,039,059 20,704,236 67,332 3,935 20,775,505

その他の項目

減価償却費及び償却
費

17,663 5,975 3,398 27,037 2,303 625 29,966

減損損失 25 93 － 118 21 － 140

持分法投資損益 △54 － 18 △35 － － △35

持分法適用会社への
投資額

233 － 3,008 3,242 － － 3,242

非流動資産の増加額
(＊３)

22,907 9,276 4,784 36,968 2,350 669 39,989

(＊１) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護事業及びベンチャーキャピタ

ル事業であります。

(＊２) 連結損益計算書におけるその他の営業収益のうち、セグメント収益を構成しないその他の収益は除外しており

ます。

(＊３) 非流動資産は、投資不動産、有形固定資産、使用権資産、のれん及び無形資産から構成しております。
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(4) 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

(ⅰ)報告セグメントの利益の合計額と連結損益計算書の利益計上額

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

報告セグメント計 133,002 △8,590

その他の区分の損益 212 373

セグメント間取引の調整額 △27 △1,231

事業セグメントに配分していない損益(＊) △2,661 △2,001

連結損益計算書の税引前利益 130,526 △11,450

(＊) 主として持株会社である当社に係る損益であります。

(ⅱ)報告セグメントの資産の合計額と連結財政状態計算書の資産計上額

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

報告セグメント計 21,011,000 20,704,236

その他の区分の資産 66,971 67,332

セグメント間取引の調整額 △184,160 △222,915

事業セグメントに配分していない資産(＊) 179,057 226,851

連結財政状態計算書の資産 21,072,869 20,775,505

(＊) 主として持株会社である当社に係る資産であります。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当社株主に帰属する当期純利益(△損失)(百万円) 74,172 △8,690

基本的加重平均普通株式数(千株) 7,149,358 6,970,461

希薄化効果

譲渡制限付株式ユニット(千株) － －

業績連動型株式ユニット(千株) － －

ストック・オプション(千株) － －

希薄化後加重平均普通株式数(千株) 7,149,358 6,970,461

基本的１株当たり当期純利益(△損失)(円) 10.37 △1.25

希薄化後１株当たり当期純利益(△損失)(円) 10.37 △1.25

(注) １．2025年８月８日付で普通株式435,100,266株につき7,149,358,214株の割合で株式分割を行っており、基本的１

株当たり当期純利益(△損失)及び希薄化後１株当たり当期純利益(△損失)は、前連結会計年度の期首に当該株

式分割が行われたと仮定して算定しております。

２．基本的１株当たり当期純利益(△損失)及び希薄化後１株当たり当期純利益(△損失)の算定に用いられた基本的

加重平均普通株式数については、株式付与ESOP信託が保有する当社株式(期中平均株式数2,631,084株)を控除

して算定しております。

３．前連結会計年度において、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場株式であり、期中平均株価が把握で

きないため、希薄化後１株当たり当期純利益の計算に含めておりません。

４．当連結会計年度において、譲渡制限付株式ユニット267,330千株及び業績連動型株式ユニット239,925千株は逆

希薄化効果を有しているため、また、当社が発行するストック・オプションについても希薄化効果を有してい

ないため、希薄化後１株当たり当期純利益(△損失)の計算に含めておりません。
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(重要な後発事象)

(連結子会社間の合併)

当社の連結子会社であるソニー・ライフケア株式会社(以下「SLC」)は、2027年４月１日を効力発生日として、当

社及びSLCの連結子会社であるライフケアデザイン株式会社を存続会社、同じく当社及びSLCの連結子会社であるプラ

ウドライフ株式会社を消滅会社とする吸収合併を行うことを決議しました。

１．取引の内容

(1) 結合当事者企業の名称及びその事業の内容

(存続会社)

名称 ライフケアデザイン株式会社

事業の内容 有料老人ホームの企画・開発・運営

(消滅会社)

名称 プラウドライフ株式会社

事業の内容 有料老人ホーム等の管理・運営・企画

(2) 企業結合日

2027年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

ライフケアデザイン株式会社を存続会社、プラウドライフ株式会社を消滅会社とする吸収合併方式

(4) その他取引の概要に関する事項

本合併は、経営機能の集約を図ることにより意思決定の迅速化を図るとともに、ブランドの統一を通じた営業

力の強化、並びにガバナンス及び内部統制の一元化を目的としております。

２．実施する会計処理の概要

本合併は、当社の連結子会社間で行われる共通支配下の取引であり、IFRS第３号「企業結合」の適用範囲外に

該当します。当社は、当該取引について、帳簿価額を引き継ぐ会計処理を適用する予定です。
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将来に関する記述等につ将来に関する記述等につ将来に関する記述等につ将来に関する記述等につ将来に関する記述等についてのご注いてのご注いてのご注いてのご注いてのご注意意意意意

本資料に記載されている、当社グループの現在の計画、見通し、戦略、確信等のうち、歴史的事実でないものは、

将来の業績に関する見通しです。将来の業績に関する見通しは、将来の営業活動や業績、出来事・状況に関する説明

における「確信」、「期待」、「計画」、「戦略」、「見込み」、「想定」、「予測」、「予想」、「目的」、「意

図」、「可能性」やその類義語を用いたものには限定されません。口頭又は書面による見通し情報は、広く一般に開

示される他の媒体にも度々含まれる可能性があります。これらの情報は、現在入手可能な情報から得られた当社グル

ープの経営陣の仮定、決定並びに判断に基づいております。実際の業績は、多くの重要なリスクや不確実な要素によ

り、これら業績見通しと大きく異なる結果となりうるため、これら業績見通しのみに全面的に依拠することは控える

ようお願いします。また、新たな情報、将来の事象、その他の結果にかかわらず、常に当社グループが将来の見通し

を見直して改訂するとは限りません。当社グループはそのような義務を負いません。また、本資料は日本国内外を問

わずいかなる投資勧誘またはそれに類する行為のために作成されたものでもありません。


